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機密性○情報 ○○限り

○農業用水の安定供給を図るため、農業用ダム・堰（頭首工）・用水路等の農業水利施設を整備。
○ れら 施設は基本的 ①大規模施設は国 ②それ ながる基幹的水利施設は県 ③末端施設は市 村

１．農業水利の概要 ～ 農業水利施設 ～

○これらの施設は基本的に①大規模施設は国、②それにつながる基幹的水利施設は県、③末端施設は市町村
や土地改良区が建設。

○一方、施設の管理は、土地改良区、集落・農家等により重層的に役割分担・連携して管理。

【建設における役割分担】 【管理における役割分担】

ダム（国）
支線用水路（県）

【建設における役割分担】

ダム（県） 支線用水路

（土地改良区）

【管理における役割分担】

支線用水路頭首工（国）
(基幹的施設)

支線用水路頭首工

（土地改良区）

(基幹的施設)

田・畑

(末端施設)

(支線施設)

支線用水路頭首工（国）

幹線用水路

田・畑

末端用水路

(末端施設)

末端用水路

(支線施設)

幹線用水路
幹線用水路

末端用水路

(末端施設)

末端用水路

（集落･農家）

支線用水路

幹線用水路（国）
幹線用水路

末端用水路

末端用水路

（市町村等）
支線用水路

幹線用水路

（土地改良区）

末端用水路

田・畑

幹線排水路
支線排水路 末端排水路

末端排水路

（市町村等）
排水機場（国）

田・畑

幹線排水路
支線排水路 末端排水路 末端排水路

（集落・農家）

排水機場（市町村）排水機場（国） 排水機場（市町村）
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○土地改良区は土地改良法に位置づけられた法人格を有する団体であり、農業水利施設の建設または維持

１．農業水利の概要 ～ 土地改良区の概要 ～

○土地改良区は土地改良法に位置づけられた法人格を有する団体であり、農業水利施設の建設または維持
管理等の土地改良事業を行うことを目的として農業者の発意により都道府県知事の認可を得て設立。

○農業者は組合員として土地改良区に加入。事業費用は組合員が負担し強制徴収が可能。
○国や県等により建設された農業水利施設の多くは、土地改良区が維持管理を実施。

土地改良事業は食料の安定供給という国の施策を達成するための公共
投資による社会資本の形成や、その維持管理を実施
土地改良区は行政に代わって土地改良事業を実施する農業者の組織

土地改良事業のみを行う団体 ○ 土地改良区の組織

組 合 員

・土地改良法に基づき定款・規約を定め、意思決定プロセス等を規定。

農業者の発意により都道府県知事の認可によって設立

２／３強制 総会又は総代会

組 合 員

事業地区内の農業者は強制加入

土地改良事業は土地のつながり、水系により一定の地域を受益地とす
る必要があり、地区内農業者の２／３の同意で実施

役 員

理事会 ・運営委員会

委員会

土地改良事業によって利益を受ける地区内の農業者は当然に加入し、
土地改良区が行う事業に要する経費を負担

事業地区内の農業者は強制加入

費 強 徴

監事会
(2人以上)

理事会
(5人以上)

・会計担当
・工事担当
・換地担当
・用排水調整担当

・運営委員会
・工事委員会
・換地委員会
・用排水調整委員会

組合員は土地改良区が行う事業に要する経費を負担し、滞納があった
場合には、行政上の強制執行により徴収

費用の強制徴収
用排水調整担当

庶務会計係

事 務 局

事務局長

土地改良事業の公共性から法人税、事業税、事業所税、登録免許税、
印紙税、固定資産税等が非課税

税制の優遇措置

庶務会計係
管理係
工事・換地係

事務局長
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機密性○情報 ○○限り
１．農業水利の概要 ～ 農業水利システムの展開 ～

○食料生産に不可欠な農業水利は、長年にわたる膨大な投資と農家の努力によって形成され、用水（赤線）と

利根川における主要な農業用水

排水（濃い青線）が一体となった農業水利システムとして現代に継承。

（資料：日本水土図鑑） 3



１．農業水利の概要 ～ 水の循環を支える機能 ～

○農業水利は 水田での地下水かん養や雨水貯留などを通じて水の循環を支える機能を発揮

○熊本市の水道水源は全て地下水

地下水かん養水の循環を支える機能

○農業水利施設が大きな循環を作り出す中で地下

○農業水利は、水田での地下水かん養や雨水貯留などを通じて水の循環を支える機能を発揮。

○熊本市の水道水源は全て地下水
○都市化や転作田の増加により地下水位が低下
○５～10月に転作田に水を張り熊本市の地下水をかん養

○農業水利施設が大きな循環を作り出す中で地下
水の涵養、洪水時の一時貯留等の多面的機能が発
揮されている。

地下水かん養断面図

【江津湖の湧水量経年変動】
全湧水量は2004年の湛水事業の始

まりと共に下げ止まったものの 十分

えずこ

【湛水田によるかん養量の推移】

東海大学は、農家にアンケートを
行い、湛水面積、日数、日浸透速度
分布図等をもとに湛水田への地下
水涵養量を算出。まりと共に下げ止まったものの、十分

な回復までには至っていない。

水涵養量を算出。

（参考）農業の多面的機能の貨幣評価
洪水防止機能：３兆4,988億円、 水源涵養機能：１兆5,170億円
※日本学術会議答申（平成13年11月1日）を踏まえた
(株)三菱総合研究所による評価（新たな評価額）

4（資料：東海大学）

（資料：東海大学）



１．農業水利の概要 ～ 地域用水としての利用 ～

○農業水利施設を流れる水は かんがい用水として利用され 生活用水 防火用水 消流雪用水 景

【生活用水】

野菜や農器具

【生態系保全】

○農業水利施設を流れる水は、かんがい用水として利用され、生活用水、防火用水、消流雪用水、景
観保全・親水など、地域用水としての機能も発揮。

野菜や農器具
などを洗う、
洗い場として
の利用。

冬期湛水を行
うことによ
り、生態系の
保全に寄与。

頭首工

【親水】

農村集落

市街地

混住化地域

【消流雪用水】

消雪や流雪などに使われ、
冬の暮らしを支援。

子供の遊び
場など、潤
いと憩いの
水辺空間づ
くりに活

市街地

【防火用水】

くりに活
用。

【防火用水】

水路を、防火
水槽のような
消防水利施設
のとして活用
し 消火活動

【景観保全】

地域の潤い
や安らぎの
場として利

し、消火活動
に利用。

場として利
用。
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２．農業水利施設のストックマネジメント ～農業水利施設の老朽化の状況～

○基幹的な農業水利施設の２割が既に耐用年数を超過。
○毎年約500施設が耐用年数を迎えているところ

基幹的農業水利施設のストック量（平成21年）

○毎年約500施設が耐用年数を迎えているところ。

600

基幹的農業水利施設の老朽化の状況 耐用年数を迎える基幹的農業水利施設数の推移

国営
0.8兆円

県営等
2.3兆円

国営

既に標準耐用年数
を超過した施設
3.1兆円（２割）

200

300

400

500

施
設

数

施設数
５年間移動平均値

国営
0.8兆円
県営等
1.7兆円

全体
17.9兆円

さらに今後10年のうちに
標準耐用年数を超過
する施設を加えると

0

100

200

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

施

年

する施設を加えると
5.6兆円（３割）

注：基幹的農業水利施設とは、受益面積100ha以上のダム、
頭首工、用排水機場、水路等の施設

資料：「農業基盤整備基礎調査」による推計
注：上表は、土地改良事業の経済効果算定に用いる標準耐用年数を用い、耐用年数に達し

たものは更新されるものとして作成

農業水利施設の突発事故発生状況

425

618

481

630

575

595

500

600

700
その他（降雨・地盤沈下等）

経年的な劣化及び局部的な劣化

突発事故発生件数

線形近似

頭首 、用排 機場、 路等 設

用
排
水

約14,800km

耐用年数を超過した基幹的水利施設の状況

農業水利施設の突発事故発生状況

225
254

312
292

362 371 372
425

295

450 466 481

346
378

200

300

400

事
故

件
数

（
件

）

その他

（降雨・地盤沈下等）
用
排

水
路
等

(km)

約1,900箇所

約4,300km

162

0

100

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
平成 （年度）

経年的な劣化及び

局部的な劣化

（降雨 地盤沈下等）

注：施設管理者（都道府県、市町村、土地改良区等）からの聞き取り調査

排
水
ポ
ン
プ
場

(箇所)

約600箇所
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２．農業水利施設のストックマネジメント ～農業水利施設の長寿命化対策～

○ライフサイクルコストを低減するため、農業水利施設の長寿命化対策を強化。
○近年の国営土地改良事業実施地区は 更新・長寿命化対策の地区が大宗

（施設の機能低下を待って全面更新）

○近年の国営土地改良事業実施地区は、更新 長寿命化対策の地区が大宗。

国営造成施設全体の機能監視を行いながら、機能保全対策を順次実施

現在 地域全体を広くカバーし、必要な対策を機動的に実施従来 予め計画した内容を集中的に実施

費用

※ ライフサイクルコストとは、 施設建設費、供用期間中の運転・補修等の管理費、廃棄費の合計額

全面更新

頭首工

ダム

用
水

施設が老朽化するにつれ
て維持管理の負担が増え
るし、施設が急に壊れるか
もしれないから心配だ。

管理
更
新

費用

更
新

長寿命化対策事業

管理

費用

更
新

耐用年数
の延伸補

修

水
路

農家 近年は、国営土地改良事業の実施地区は更新・長寿命化が大宗を占める

【平成 年度】 【平成２４年度】【平成元年度】

リスク管理を行いつつ長寿命化工法を選定し現場に適用、最終的な全面更新時期を判断

新管理 新

【平成１０年度】 【平成２４年度】【平成元年度】

更新主体地区
（39地区）

23%

新設主体地区

更新主体地区
（58地区）

40%

新設主体地区
（21地区）

22%

長寿命化
対策地区
（11地区）

11%

老
朽
化
進

注）農業水利施設の整備を行う国営事業実施中地区を対象に整理

部分的な更新、補修の実施

新設主体地区
（134地区）

77%

（88地区）
60%

40%

更新主体地区
（65地区）

67%
パイプラインの破裂 側壁が倒壊した水路

進
行

点
検

頭首工

ダム

用
水

対策工事（補修）

対策工事（部分更新）

部分的な更新、補修の実施

管内の点検 水路の機能診断

・
補
修
に
よ
る
長 水

路

対策工事（補修）
補修 補修

長
寿
命
化
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○ストックマネジメントにおいては、施設の機能保全を効率的に実施することを通じて、施設の有効活用や長寿
命化を図り ライフサイクルコストを低減

２．農業水利施設のストックマネジメント ～農業水利施設のストックマネジメント～

命化を図り、ライフサイクルコストを低減。

○基幹的農業水利施設の長寿命化対策
政策目標

土地改良長期計画

○基幹的農業水利施設の長寿命化対策
【重点指標②】
○基幹水利施設の機能診断済みの割合（再建設費ベース） 約4割（H22）→約7割（H28）

（国営施設の9割、県営施設の5割で機能診断を了することにより、老朽化施設の長寿命
化を促進）

２．農地・水等の生産資源の適
切な保全管理と有効利用に
よる食料供給力の確保

０ 日常管理による点検・変状の把握
日常管理

０．日常管理

化を促進）

１ 定期的な施設の機能診断

２ 施設の性能低下の要因と状況を把握

・巡回点検

・異常、変状の把握

・軽微な補修

１．機能診断調査
連携点

３ 複数の対策を比較検討

４ 適時適切に対策を実施

４．
対策工事

補修

補強 ５．データの蓄積 診断情報

連携点
検
情
報

補修等情報

５ 機能診断や補修･補強履歴等の情報
を蓄積･利用

２．機能診断評価

補強

更新

積

支援

３．計画の作成

・複数シナリオの検討
・最適シナリオの作成 8



２．農業水利施設のストックマネジメント ～農業水利施設の管理主体への支援の多角化～

○国は、①公共性の観点から管理費を補助するとともに、②国自らも施設の機能診断、耐震照査、長寿命化対
策 耐震対策や省 ネ ギ 対策を直轄 実施するなど 管理主体 支援を多角化

国による管理費の一部補助

策、耐震対策や省エネルギー対策を直轄で実施するなど、管理主体への支援を多角化。

管理主体
（地方公共団体・土地改良区等）

耐震照査機能診断
特に大規模で公共性
が高い施設を支援

（地方公共団体・土地改良区等）

○点検整備、運転・操作
○整備補修

支援 支援

（例）躯体の削孔による調査（例）ポンプ施設の劣化状況調査

支援

支援 支援

長寿命化対策＋耐震対策＋省エネルギー対策

（長寿命化対策） （耐震対策） （省エネ対策）

（例）既成管の挿入に
より通水を確保

（例）炭素繊維シート貼付け
により強度を確保

（例）鉄骨の筋交い設置により建屋の強度を確保

筋交い

（例）高効率ポンプの採用による
維持管理費の低減

9



○水資源機構豊川用水施設では 昨夏 深刻な渇水に見舞われ 貯水池水位が著しく低下した７月末から

３．農業水利の危機管理対応(1)渇水時の対応 ～関係利水者による協議会の開催～

○水資源機構豊川用水施設では、昨夏、深刻な渇水に見舞われ、貯水池水位が著しく低下した７月末から
関係利水者による「豊川用水節水対策協議会」を開催し、利水者の相互の合意のもと最大で農水40％、
工水40％、上水28％の節水を実施。

○農業用水の節水対策として番水（２日通水２日断水等）、地下水等の地区内水源の活用等を実施。

100.0%

宇連ダムの貯水率（貯水率）

豊川用水施設

40.0%

60.0%

80.0% 9月18日 節水対策解除
豊川用水施設

概要

0.0%

20.0%

4月1日 5月1日 6月1日 7月1日 8月1日 9月1日 10月1日

7月26日 節水対策開始

豊川用水節水対策
協議会の構成員

○ H25年 豊川用水節水対策協議会開催状況

回数 年月日 協議内容

第 回 / より第 回節水対策（農水 水 上水 ）を了承
愛知県農林水産部、企業庁、
静岡県交通基盤部、企業局、
豊川総合用水土地改良区、
牟呂用水土地改良区、
松原用水土地改良区、
湖西用水土地改良区、

第1回 H25.7.25 7/26より第1回節水対策（農水5％、工水5％、上水5％）を了承

第2回 H25.8.2 8/5より第2回節水対策（農水10％、工水10％、上水10％）を了承

第3回 H25.8.19 8/20より第3回節水対策（農水20％、工水20％、上水20％）を了承

第4回 H25.8.23 8/26より第4回節水対策（農水30％、工水30％、上水25％）を了承 湖西用水土地改良区、

水資源機構中部支社事業部、
豊川用水総合事業部

節水対策協議会の開催状況

【出典】水資源機構資料により農水省で作成

第4回 H25.8.23 8/26より第4回節水対策（農水30％、工水30％、上水25％）を了承

第5回 H25.9.2 9/4より第5回節水対策（農水40％、工水40％、上水28％）を了承

第6回 H25.9.9 9/10より第6回節水対策（農水20％、工水20％、上水20％）を了承

第7回 H25.9.17 9/18より節水対策解除を了承 10



３．農業水利の危機管理対応(1)渇水時の対応 ～渇水時の水管理 ～

○農業水利施設の管理は、①基幹的施設は土地改良区、②末端施設は地域の水利組合・集落等で管理され
るのが一般的であり、渇水時には関係する水利組合等への周知により節水ルールを徹底。

○渇水時には、番水等による厳しい節水管理が行われ、平年以上の出役・費用が発生。

渇水時の水管理①（福井県 日野川用水土地改良区の事例） 渇水時の水管理②（香川用水の事例：平成６年の渇水対応）

○ 日野川用水地区の水管理体制
・幹線水路を日野川用水土地改良区、支線水路については各

地区の土地改良区（22団体）が管理。さらに各地区の土
地改良区の傘下に複数の分水工管理委員会が組織され、集
落や各農家に配水。

○香川用水での取水制限（6/29～11/14 139日間）
・農業用水及び工業用水の期間内の最大節水率をそれぞれ
80%、85%に高め、上水道用水を33%に緩和。

全国から寄贈された水の配布早明浦ダムの渇水状況
落や各農家に配水。

・渇水時には関係者との連絡調整を緊密に行い節水ルールを
徹底。

日野川用水土地改良区
（写真：かがわの水（香川県資料））

・分水工管理委員会等との連絡調整

水管理調整委員会
・委員長（日野川用水土地改良区理事長）

・各地区の土地改良区理事長（22名）

日野川用水土地改良区：管理面積：5,610ha、組合員数7,266人

○ 主要な土地改良区・水利組合の出役と費用（注１）

（写真：かがわの水（香川県資料））

・分水工管理委員会等との連絡調整

各地区の土地改良区

各地区の土地改良区（22団体）

鯖江片上土地改良区の場合：管理面積141ha、組合員数219人

・委員は農家代表3～5名
委員長は生産組合長の就任が多い

配水管理人
（分水工の見張り役等）

人（注２）
対策費

千円（注３）

平年 平成６年 平年 平成６年

1,533 7,458 1,466 368,891

注1…３０団体（かんがい面
積2,865ha）の合計

注2…農家の出役は含まず
注3…応急ポンプ運転経費、

井戸の掘削費等

さばえ かたかみ

各 区 改良区

分水工管理委員会分水工管理委員会

・委員長は生産組合長の就任が多い
・分水工単位で節水対応を協議
・操作員は各ほ場給水栓も操作

農家、集落営農組織等

昼夜を通じた水管理 タンク車による配水

（平年の約5倍） （平年の約250倍）

（資料：長町博「香川用水の’94渇水における節水と融通」(2000)を基に農村振興局作成）
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渇水の発生

○近年、渇水傾向が続いており、昨年も春からの少雨で関東・東海・四国地方等で取水制限が行われ、農業用

３．農業水利の危機管理対応 (1)渇水時の対応 ～ 節水対策の取組事例 ～

○近年、渇水傾向が続 ており、昨年も春からの少雨で関東 東海 国地方等で取水制限が行われ、農業用
水の反復利用や番水など、渇水被害を軽減する取組みを各地で実施。

○農業用水の反復利用による節水の取組み○番水による節水の取組み○都道府県別の渇水調整協議会等の開催回数

・千葉県Ｎ用水土地改良区では、節水のため、受益地を３つの ・大分県のＡ地区では、農地から排水路に流出した水
をポ プ プ等 より再利用する「農業用水

① ② ③番水とは、節水のための配水管理で、用水区域内を区分し、区
分した地区毎、または、ほ場毎に順番と時間を決めて数日間隔
で配水する方法

１回/年以下

２～５回/年を経験

６～９回/年を経験

開催数（H15～H24） ブロックに分割し、 ブロック毎に１日間通水、２日間 断水の
３日のローテーションを実施。

をポンプアップ等により再利用する「農業用水の反

復利用」を実施。

10回以上/年を経験

○農業用水の反復利用
用排水系統のイメージ

番水による送水操作

水管理システム

（注１）渇水調整協議会とは、

東幹線100%送水 西幹線0%送水停止

通常は、東幹線・西幹線とも100％の開（注１）渇水調整協議会とは、
「農業利水者（但し、農業関係機関、複数土地改良区）による水利調整組織」
「利水者（農業＋他者利水）による水利調整組織」
「利水者（農業含む）＋河川管理者による水利調整組織」

（注２）複数県にまたがっている水系で渇水調整協議会等が開催されている場合は
それぞれの県でカウント。

資料：農林水産省農村振興局調べ

通常は、東幹線 西幹線とも100％の開
度で送水しているが、節水対策として交
互に送水する「番水」を実施。

○節水呼びかけの
ポスターの設置

番水(配水)の順序

○給水栓に「節水協力呼
びかけのタグ」を設置

：中央幹線ブロック
３
つ
の
ブ
ロ
ッ
ク

：番水(配水)の順序

：分水工

：東幹線ブロック

：西幹線ブロック

：用水路
：農業用水の流れ
：排水路
：農業排水の流れ
：水の反復利用
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機密性○情報 ○○限り
３.農業水利の危機管理対応(2)大規模災害に対する復旧対応 ～東日本大震災～

○東日本大震災により、多くの農業水利施設等が被災｡

○かんがい期の直前に被災したことから 水稲の作付け等に間に合わせるため 早期復旧が必要な農業水利○かんがい期の直前に被災したことから、水稲の作付け等に間に合わせるため、早期復旧が必要な農業水利
施設等の応急工事を実施し、迅速に処理｡

＜農業用水管の復旧＞
・被災した埋設管だけではなく、営農再開のために地表面の復旧が必要農 表

パイプラインの破損と
農地の陥没

応急対策実施 農地復旧

地区名：栃木県芳賀台地地区
受益 2,902ha（水田 1,585ha, 畑 1,317ha）

は が

＜広域的な支援体制＞
・農林水産省では職員を派遣し、自治体、土地改良区の施設復旧業務を支援

（関東農政局の事例）

自治体・土地改良区への支援

体制を構築
13



機密性○情報 ○○限り

○平成19年７月16日に発生した新潟県中越沖地震（最大震度６強）により、柏崎市・刈羽村では農業用パイプ

３.農業水利の危機管理対応 (2)大規模災害に対する復旧対応 ～ 中越沖地震～

かしわざき か り わ

○平成19年７月16日に発生した新潟県中越沖地震（最大震度６強）により、柏崎市 刈羽村では農業用パイプ
ライン（水田約1,１00haに通水）が被災し用水供給が遮断。

○水田において水需要が高まる時期を迎えている中で、被災施設の調査、通水試験、ポンプ等による応急対
策を迅速に行い、震災後約３週間で100％の通水を実現。

パイプライン通水状況 H19.7.31(復旧率28.9％) パイプライン通水状況 H19.8.９(復旧率100％)

パイプライン不通区域 パイプライン不通区域

パイプライン通水区域

パイプライン不通区域

パイプライン通水区域

パイプライン不通区域

【出典】 新潟県資料 14



○新潟県中越沖地震における農業用パイプラインの復旧は 新潟県の全体調整のもと国 県 土地改良区等

３.農業水利の危機管理対応 (2)大規模災害に対する復旧対応 ～ 中越沖地震～

○農業用パイプライン復旧対応

○新潟県中越沖地震における農業用パイプラインの復旧は､新潟県の全体調整のもと国、県、土地改良区等
が合同で通水試験・応急対策を行い、早期通水を実現。

○農業用パイプラインの復旧状況○農業用パイプライン復旧対応

地
震

全
面

被災調査
7/16～/20

Fﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ通水試験
（応急対策含む）

○農業用パイプラインの復旧状況

漏水箇所 復旧率

震
発
生

7
/

面
通
水

8
/

7/16 /20

※新潟県が
中心となり
土地改良区

（応急対策含む）
7/19～8/9

※延べ１５８人の応援職
員（新潟県が全体調整）

土地改良区 県土地/
16
Zp
e 

/
9

土地改良区
等の協力を
得て実施

土地改良区、県土地
改良事業団体連合会
新潟県、農林水産省等

○農業用パイプラインの被災状況○農業用パイプラインの被災概要
（新潟県柏崎地域振興局管内）

市町村名 パイプライン受益面積 漏水箇所

柏崎市・刈羽村 1,085ha ３６８箇所

【出典】 新潟県資料を基に農林水産省農村振興局作成
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４．農業水利施設を活用した小水力発電
○農業水利施設は、用水を安全に通水するためにエネルギーを減じる落差工や減圧バルブ等の施設を有して

いることから、これを発電に利用することにより、土地改良施設への電力供給が可能となり、維持管理費の

実施前の状況 設置後全景

落差工の例 小水力発電施設の事例
【国営かんがい排水事業 大井川用水地区(静岡県) 】

○国営事業による用水路の改修にあたって 赤松幹線水路に設置されている

、 す 、 改良 設 給 、 費
軽減に寄与。

○国営事業による用水路の改修にあたって、赤松幹線水路に設置されている
総落差７ｍの落差工を利用した小水力発電施設を整備。（最大出力 893kW）

○発電施設の整備を用水路改修と同時に実施出来るため、単独で発電施設を
整備する場合よりも、取壊し費用や仮設費用等が安価となり、施工性も有利。

水路縦断図

減圧バルブの例

落差工

水路改修前（現況）

水路縦断図

中島地区（石川県） 最大出力630kw

落差工

総落差７ｍ

農業用ダム 農業用ダム
落差工(1)

落差工(2)

落差工(3)

減じている
エネルギーを有効活用

減圧バルブ

エネルギーを
減じ、安全流下

発電室ヘッドタンク

水路改修後（小水力発電施設設置） 平成25年7月運転開始

発電室ッドタンク

放水槽
河川放流

設備

ダムの落差エネルギーを利用した小水力発電

迫川上流地区（宮城県） 最大出力1,000kw

荒砥沢ダム（宮城県）

小水力発
電施設
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○農業農村整備事業では、土地改良施設の操作に必要な電力供給などを目的に、これまでに31地区で小水力発
電施設を整備

４．農業水利施設を活用した小水力発電 ～ 小水力発電施設の整備状況 ～

電施設を整備。
○整備済31地区の発電規模は全て最大出力が100kW以上の施設で、大半の施設は1,000kW未満。

○出力合計2.5万kW、年間約1億1,600万kWhの発電が可能。（約33,000世帯の年間消費電力量に相当）*

※  家庭での年間消費電力量＝1,864億kWh(資源エネルギー庁H22「電力調査統計」)／5,195万世帯（H22「国勢調査」）＝約3,500kWh／年・世帯
農業農村整備事業で整備した３１地区の小水力発電施設の年間発電電力量115 632MWh／１世帯の年間電力使用量3 500kWh＝約33 000世帯

五城 地区（1100kW）
新潟県南魚沼市

胎内 地区（960kW）

西目 地区（740kW）
秋田県由利本荘市

愛本新 地区（530kW） 馬淵川沿岸地区（810kW）
岩手県二戸郡 戸町

平成25年11月時点

農業農村整備事業で整備した３１地区の小水力発電施設の年間発電電力量115,632MWh／１世帯の年間電力使用量3,500kWh＝約33,000世帯

小水力発電施設の設置

事業地区名（最大出力）
所在地

庄川右岸 地区（640kW）
富山県砺波市

庄川 地区（550kW）
富山県砺波市

新潟県胎内市

迫川上流 地区（1000kW）
宮城県栗原市

会津北部 地区（570kW）

富山県黒部市 岩手県二戸郡一戸町

山田新田 地区（520kW）
富山県南砺市

加治川沿岸 地区（2900kW）
新潟県新発田市

所在地

整備完了 31 地区

1000kW以上
７地区

打尾川 地（910kW）
富山県南砺市

上郷 地区（640kW）
石川県能美市

中島 地区（630kW）
石川県能美郡川北町

会津北部 地区（570kW）
福島県喜多方市

会津宮川 地区（1100kW）
福島県大沼郡会津美里町

新安積 地区（2230kW）
福島県郡山市

南紀島ノ瀬 地区（140kW）
和歌山県日高郡みなべ町

200～1000kW
２０地区

200kW未満
４地区

十三塚原 地区（190kW）
鹿児島県霧島市

両筑平野 地区（1110kW）
福岡県朝倉市

金峰 地区（170kW）

石川県能美市

那須野原 地区（340kW）
栃木県那須塩原市

神流川沿岸 地区（199kW）
埼玉県児玉郡上里町金峰 地区（170kW）

鹿児島県南さつま市

中信平二期 地区（499kW）
長野県松本市曽於南部 地区（400kW）

鹿児島県鹿屋市

大井川用水 地区（893kW）
静岡県島田市

川小田 地区（720kW）

埼玉県児玉郡上里町

吉井川下流 地区（2400kW）
岡山県和気郡和木町

高田 地区（282kW）
和歌山県新宮市

備北 地区（510kW）
岡山県新見市

広島県山県郡北広島町

大野原 地区（260kW）
大分県豊後大野市

大淀川左岸 地区（640kW）
宮崎県東諸県郡綾町 17


